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　第四節　効　果（優先権）
　メカニクスリーエンはそのリーエン通知がファイルされた時点で、はじ
めて成立する44。そしてコモン・ローによれば、優先権の順位は、ファイ
ルの日付（又は登記の日付）によって決定されるのが原則である。すなわ
ち、ファイル又は登記の時期の早い方が優先権を有する45。これだけな
ら、優先権の問題は至極単純である。しかし、この原則はリーエン法によ
って大きく修正されており、優先権の問題は少々複雑になっている。
　メカニクスリーエンの優劣を決定する基準はいくつかある。例外がある
ことを留保するが、まず、リーエン法全体にわたる一般原則といえるもの
をみておく。これらについては、主に、リーエン法第13条46に詳細に規定
されている。
　第一に、リーエン法は、不動産改良において、提供された材料又は履行
された労務のためのリーエンについて、リーエン通知のファイルの時点
で、未登記の、事件表に未記入の、又はファイルされていない不動産に対
する譲渡、モーゲッジ、判決又は他の請求権に対し、優先権を与える（第
13条1項）。
　第二に、不動産改良において、提供された材料又は履行された労務のた
めのメカニクスリーエンは、不動産改良に関わりのないリーエンに対して
優先権を有する。たとえ、後者のリーエンが先にファイルされたとしても
変わりはない。
　第三に、リーエン法は不動産改良において使用された材料、労務、及び
金銭についての全ての請求権者を同格におくことを意図している。その請
求権の行使が、リーエン、金銭訴訟、又は、差押えを通じてされたかどう
かにかかわりない。
　上記の一般原則を踏まえた上で、以下において、メカニクスリーエン権
利者とその他の担保権者との優劣（§1〉、メカニクスリーエン権利者相互
間の優劣（§2）を順にみていくことにする。
　わが国の不動産工事の先取特権と抵当権の優劣に関する規定に比べる
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と、これから紹介する優先権の規定は、驚くほど詳細である。しかし、結
論からいうと、これくらいの利益考量は本来必要であると思われる。わが
国の立法論に示唆するところ大であると思われるので、詳しく紹介する。
44Garrard　Glem，“Mortgages”v．2（1943）§351・前掲注（14）「もっとも公平な
　方法は、ニューヨークとそのグループの州のものである。そこでは、通知が公的事
　務所でファイルされ、かつ登記されない限り、そしてされるまで、リーエンは存し
　ないというルールになっている。そして優先権はファイルの日付によって決定され
　る。り一エン間の争いだけではなく、リーエンとモーゲッジとの争いにおいても。」
　Grant　S．Nelson＆Dale　A．Whitman，R¢α」醜鰯6F珈雁L伽，§12（3rd　ed．
　1994）によると、「リーエンが適切な通知によって完全にされる場合には、優先権
　のためのその日付は、一般的に、いくらか早い時期に遡及する。州のほとんど半分
　は、リーエンを建築プロジェタトの開始時点からその優先権を得るものとして扱
　う。理論上、このルールは反対できないように思われる。なぜなら、不動産の検分
　はおそらく、建設が開始したか否かを明らかにするだろうから。（中略）第二に広
　まっている優先権の日付は、特定のリーエン権利者が労務又は材料を提供し始めた
　時点である。その制定法のもとで、役務や材料供給の開始を決定する困難さは、全
　体の建築作業が始まった時点を確認する困難よりも、かなり大きい。またメカニタ
　スリーエン制定法がすべてのリーエン請求権者が彼らの間では同格であると規定し
　ている場合には、先と後にり一エン請求権者を分ける介入するモーゲッジが問題を
　生じさせる。第三に、約6の州が、請求権をファイルした時点からリーエンを成立
　させる。2、3の州では、リーエンは、元請負契約の日付、リーエン権利者の契約
　日、又は、契約の通知が登記された時に成立する。いくつかの州では、リーエン
　は、関連する様々な要素に依る様々な時点で成立する。ミッソーリ州では、登記開
　始日にも関わらず、すべての建築融資は明らかにメカニタスリーエンに服する。」
　（前稿NBL628号64頁注（82）も参照）
　ニューヨータ州では、第三番目の原則を採用する。しかし、改正により、その原
　則は修正され、今は、工事開始日も重要なメルクマールとなっている。
45　First　in　t重me，first　in　rightsと称される。
46便宜のために、リーエン法第13条の試訳を掲載する。
　第13条　リーエンの優先権
　第1項　不動産の改良において提供された材料又は履行された労務のためのリー
　エンは、上記リーエン通知のファイル時点で登記されていない、事件表に記入され
　ていない、又はファイルされていない、上記不動産に対する譲渡、モーゲッジ、判
　決又は他の請求権に対して優先権を有する。但し、この後に本章で規定されたもの
　を除く。上記ファイルの後に、それ（不動産）におけるモーゲッジ又は他の土地負
　担に基づいてなされた貸付金に対して優先権を有する。但し、この後に本章で規定
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されたものを除く。及び、上記不動産に材料を提供せず、又は労務を履行していな
かった、ある債権者の請求権に対して優先権を有する。この場合には、上記不動産
が所有権者によって一般的譲渡によって、債権者たちの利益のために、上記通知の
いずれかのファイルの前30日以内に、譲渡されたことを要件とする。及び、全部又
は一部、不動産改良のために提供された材料のためのものでもなく、又は履行され
た労務又は貸付けられた金銭のためのものでもない、ある請求権に基づき、この後
に発せられた差押、又はこの後に取得された金銭判決に対しても優先権を有する。
及び、上記判決における手続において得られた請求権又はリーエンに対して優先権
を有する。上記リーエンは、また所有権者による不動産の改良契約に基づいてなさ
れた貸付金に対して優先権を有する。上記契約には、上記貸付が労務が始まり、又
は、材料の最初の項目が提供されたとり一エン通知に述べられた時より後になされ
た場合に、元請負人、彼の承継人、又は譲受人が上記不動産を買う選択権を含む。
一個の契約によって、いくつかの建物が解体され、建設され、改築され、若しくは
修繕され、又は不動産の数筆が改良され、かつ、その上に競合するリーエンがある
場合には、各リーエン権利者は、彼の労務が履行され、若しくは彼の材料が使われ
た、不動産の特定部分の上に、又は、特定の建物又は屋敷の上に、優先権を有す
る。人々は、彼らのそれぞれのリーエン通知をファイルする時間のために、優先権
をもたない。しかし、すべてのリーエンは、同格である。但し、この後に、本章第
56条で規定されたものを除く。そして、すべての事例において、日払いや週払いの
賃金労働者は、本章に基づく他のすべての請求権者に対して優先権を有する。
　第1－a項　不動産の改良契約に基づき、弁済期にある又は弁済期の到来すべき
金銭（債権）の譲渡証書をもつ当事者は、上記譲渡証書が、第3－A章で規定さ
れた信託資産の流用として、無効とされない限り、以下のように優先権を有する。
　不動産の改良契約に基づき、弁済期にある又は弁済期の到来すべき金銭（債権）
又はその一部の譲受人は、その譲渡が適切に、リーエン通知ファイル又は他のあら
ゆる訴訟当事者の譲渡ファイルに先立って、ファイルされた場合には、それらの当
事者に対して、以下の限度において優先権を有する。その限度とは、彼の譲渡のす
ぐ後に続くリーエン通知又は譲渡のファイルの前に、上記譲渡に基づいて貸付けら
れた金銭の限度である。しかし、ファイルされ、かつ不満足若しくは消滅していな
いリーエン通知又は譲渡に続いて貸付けられた金銭については、上記譲受人は、本
条第1項で規定された分配のために利用しうる金銭の彼の割合的持分を決定する目
的のために、そのように貸付けられた金銭の限度において、リーエンを有するリー
エン権利者として扱われなければならない。
　不動産改良契約に基づいて弁済期にある又は弁済期の到来すべき金銭（債権）の
譲受人又はその一部の譲受人は、上記譲渡が適切に、リーエン通知ファイル又は他
の当事者の譲渡ファイル後ファイルされた場合には、本条第1項で規定されたよう
に、分配のために利用しうる金銭の彼の割合的持分を決定する目的のために、上記
ファイルに先立って上記譲渡に基づいて実際に貸付された金銭の限度において、リ
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一エンを有するリーエン権利者として扱われる。
　第2項建築融資モーゲッジが交付され、かつ登記された場合には、リーエン
は、リーエン通知のファイル後建築融資モーゲッジに基づきなされた貸付に対して
優先権を有する。しかし、上記建築融資モーゲッジは、いつ登記されようとも、上
記リーエン通知のファイル前になされた貸付の限度において、上記リーエンに対し
て優先権を有する。但し、それ（建築融資モーゲッジ）又は建築融資契約が、本条
第3項によって要求された条項を含み、かつ、建築融資契約が、本章第22条によっ
て要求されたようにファイルされたことを要件とする。改良の開始後、かつ、改良
完成後リーエン通知ファイルのために本章第10条で明示された期間満了前に登記さ
れたすべてのモーゲージは、それが本条第3項によって要求された条項を含む場合
には、リーエン通知ファイルの前になされた貸付金の限度において、その後にファ
イルされたリーエンに対して優先権を有する。土地の売買及びその上の建物建築に
よる上記改良についての未履行契約に基づく買主のリーエンは、リーエン通知ファ
イルの前に売主に対してそれに基づいて支払われた額の限度において、契約又はそ
の覚書が不動産法第294条で規定されたように登記された後にファイルされたリー
エンに対して優先権をもつ。但し、登記された契約又は覚書が買主によってなされ
た、又は、権原の譲渡前に買主によってなされるように契約により要求された支払
いの全額を明示していることを要件とする。
　第3項改良の開始後、かつ、改良完成後リーエン通知ファイルのために本章第
10条で明示された期問満了前に登記された、すべての上記建築融資モーゲッジ及び
すべてのモーゲッジは、モーゲッジ設定者による、以下の条項を含むものとする。
すなわち、彼がそれによって担保された貸付金を受領し、上記貸付金を信託基金と
して、改良費用の支払い目的のために第一に充当されるために受領する権利を保有
する。そして、彼は、他の目的のために信託基金全体の一部を使う前に、第一に改
良費用の支払いに信託基金を充当する、と。しかしながら、建築融資契約を完成す
る当事者が絶対的単純不動産権の所有権者ではなくて、上記貸付がなされた当事者
である場合には、本章第22条に従って完成され、かつファイルされた建築融資契約
は、上に規定された建築融資モーゲッジにおけるモーゲッジ設定者による条項の代
わりに、上記建築融資契約を完成する上記当事者による上記条項を含むものとす
る。本項は、所有権者による上記貸付金の適切な充当について注意する義務をその
貸主に課しているとみなされない。そして本条及び本章第2条の「改良費用」を定
義している部分は、本項によって要求された条項を含むモーゲッジのリーエンを減
じたり、下位に置くとみなされない。信託財産が実際に受領された貸付金とは別個
の貸付金を受領する権利からなるという限度において、信託違反は民事訴訟の問題
となる。本項において規定された条項は、それに代えて、「リーエン法第13条の信
託基金規定に服する」という形式での陳述が実質的にモーゲッジ又は契約に含まれ
ている場合には、作成され、かつ、完全な効力と効果をもつとみなされる。
　第4項　本条第2項又は第3項は、改良を行う所有権者からの有償買主によって
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与えられ、かつ、本章に従ってリーエン通知ファイルの前に登記されたモーゲッジ
に適用されない。但し、不動産譲渡証書が本条第5項で言及された条項を含むこと
を要件とする。
　第5項改良の開始後、かっ、改良完成後リーエン通知ファイルのために本章第
10条で明示された期間満了前に登記された不動産譲渡証書は、当該不動産譲渡の登
記から起算された上記期間内にファイルされたリーエンに対して有効でない。但
し、当該証書が譲渡人による以下の条項を含む場合を除く。すなわち、彼は当該不
動産譲渡の約因を受領し、上記約因を改良費用の支払いのために最初に充当される
べき信託基金として受領する権利を保有し、かつ彼は、あらゆる他の目的のために
信託基金全体の一部を使う前に、第一に改良費用の支払いに信託基金を充当すると
いう条項である。本項は、譲渡人による上記約因の適切な充当について注意する義
務を譲受人に課すものと解釈されてはならない。本項は、審理人又は裁判所によっ
て指定された他の者によって、当該不動産を売るという唯一の目的の捺印証書には
適用されない。本項は、改良の開始前に締結され、かつ適切に登記された書面の合
意に従って、上記改良を行う者に対し、上記改良がなされた土地を譲渡する譲渡人
によって受領された約因に適用されない。しかしながら、上記不動産譲渡は、本章
に規定されたように、それに先立ってファイルされたリーエンに服する。信託財産
が実際に受領された約因とは区別された、上記不動産譲渡についての約因を受領す
る権利からなるという限度において、信託違反は民事訴訟の問題となる。
本項で規定された条項は、それに代えて、「リーエン法第13条の信託基金規定に
服する」という形式での陳述が実質的に不動産譲渡証書に含まれている場合には、
作成され、かつ、完全な効力と効果をもっとみなされる。（後略）
　第6項改良工事契約に基づいて弁済期にある又は弁済期の到来すべき、金銭
（債権）又はその一部の譲渡はすべて、譲渡人による以下の条項を含む。すなわち、
彼が譲受人によってそれに基づき貸付けられた金銭を受領し、かつ、リーエン法第
71条に規定された信託請求権の支払いのために第一に充当するために信託基金とし
て上記金銭を受領する権利を保有する。そして、彼は、他の目的のために金銭の一
部を使う前に、上記支払いにのみ信託基金を充当する、という条項である。
　§1　メカニクスリーエン権利者とその他の担保権者との優劣
　メカニクスリーエンとの優劣が問題となる他の不動産担保権として、取
り上げられるべきは、①不動産譲渡（conveyance）47、②モーゲッジ
（mortgages）、③建築融資モーゲッジ（building　loan　mortgages）48、④売買
代金モーゲッジ（purchase－money　mortgages）49、⑤判決リーエン（judge－
ment　lien〉50である。以下、順番にこれらの不動産担保権とメカニクスリ
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一エンとの優劣を見ていくことにする。その他にも、メカニクスリーエン
と競合する担保権には、連邦租税リーエン51、労働省のリーエン52、弁護
士のリーエン53等々がある。しかし、上記5つの担保権を紹介すれば、十
分に優先権の概要が把握できるので、これらは省略することにする。そし
て最後に⑥同意又は合意によるリーエンの劣後についてみる。
　個々の優劣の問題に入る前に、これら不動産担保全体を通しての説明が
少々必要である。
　①不動産譲渡については、メカニクスリーエン権利者と不動産の譲受人
との優劣が問題になる。とは言うものの、不動産譲渡（証書）は、譲渡人
から譲受人にtitle（権原）を移転するdeed（捺印証書）にすぎない。従っ
て、優劣の問題とは、担保権の順位ではなく、改良不動産の譲受人が、メ
カニクスリーエンの負担のついた不動産を譲り受けるか否かが問題とな
る。譲受人が優先権をもつとは、メカニクスリーエンの負担のついていな
い不動産を譲り受けることであり、メカニクスリーエンが優先権をもつと
は、譲受人がメカニクスリーエンの負担のついた不動産を譲り受けること
である。
　④売買代金モーゲッジについては、売買代金モーゲッジ権者が改良不動
産のもとの所有権者であり、その点で、その他の①不動産譲渡、②モーゲ
ッジ、③建築融資モーゲッジ、⑤判決リーエンとは、異質であることに注
意されたい。そもそも、モーゲッジ権者、建築融資モーゲッジ権者、判決
債権者が所有権者であることはありえないし、不動産譲渡ではその注文者
から譲り受けた者の優劣が問題になる。
　⑤判決リーエンについては、事件表に記入された判決が、不動産改良の
債権に関して勝訴判決を得たものであることもある。よって、メカニクス
リーエン権利者が、同時に判決債権者になることもありうる。その点で他
の担保権とは異なる。
　①不動産譲渡、②モーゲッジ、③建築融資モーゲッジの取り扱いには、
共通点が多い。
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47不動産譲渡とは、「一定の様式行為、とりわけdeed（捺印証書）の作成・交付に
　よって、土地に対する財産的権利のt沮e（権原）が移転・設定されること、また
　はそのための証書。（後略）」（前掲注（32）・『英米法辞典』）とある。
　　「不動産譲渡」という用語はリーエン法では、定義されていない。不動産法第
　290条における定義は、「不動産譲渡という用語は、それによって、不動産における
　権益が創設され、移転され、又はモーゲッジをつけられ、又は譲渡される、あらゆ
　る書面の法律文書を含む。但し、未履行契約を除く。」また不動産法の第240条にお
　いては、「「不動産譲渡」という用語は、それによって不動産における権益が創設さ
　れ、移転され、譲渡され、又は、放棄される、書面のあらゆる法律文書を含む」。
　　しかしながら、リーエン法では、「不動産譲渡」という用語は、「モーゲッジ」を
　含まないとされる。モーゲッジについては別に規定されているからである（本項②
　モーゲッジとの優劣の項参照）（前掲注（18）・Robert　H．Bowmar，M66h吻os2
　五伽s勉1〉；6ωyδ娩（1992）（以下、Bowmarという）§6。8参照）。
48建築融資にっいては、前稿NBL624号65頁参照。アメリカ合衆国では、建設工
　事の融資を、その他の融資と区別して取り扱う。その貸付の担保としてのモーゲッ
　ジが、建築融資モーゲッジである。通常のモーゲッジと優先権でも取り扱いを異に
　する。
49　売買代金モーゲッジ（売買代金譲渡抵当）とは、「動産・不動産の売買取引にお
　いて売買代金の一部または全部の支払いを担保するために、売買契約の目的となる
　物に設定されるmortgage（譲渡抵当）。」である（前掲注（32）・『英米法辞典』）。
50判決リーエン（判決先取特権）とは、「債務者の財産についてjudgement　credi－
　tor（判決債権者）に与えられる、他の一般債権者に対する優先権（後略）」（前掲
　注（32）・『英米法辞典』）。ニューヨーク州では、「判決を得ることによって債権者
　が当然に優先権を取得する」のではなく、「docketing（事件表への記入）を要件」
　とする。
　　そして、判決リーエンを認められたのが、判決債権者（judgement　creditor）で
　ある。判決債権者とは、「債務者に対して義務の履行を命じる判決をもち、execu－
　tion（強制執行）をすることができる債権者（後略）」（前掲注（32）・『英米法辞
　典』）である。
51　税金を支払う義務のある者は、請求された後、税金を支払うのを無視し、又は、
　拒んだ場合、その金額は連邦府のために物的人的財産に関わらず、その者に属する
　すべての財産及び財産権におけるリーエンとなる。何が「財産」又は「財産権」を
　構成するのかは州法の問題となる。しかしながら、一旦、租税リーエンが成立した
　ら、そのリーエンと競合する州創設のリーエンとの間の優先権は連邦法の問題とな
　る。連邦租税リーエンは、税金査定の時点で生じ、それが満足されるか、時間の経
　過により実行できなくなるまで継続する。（前掲注（18）・Bowmar§6．18）
52従業員のために、従業員に賃金を支払うことを怠った元請負人に支払うべき、州
　の支払いを源泉徴収するためにCLS労働法第220』b条に従って、労働省によって
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　ファイルされた源泉徴収通知は、メカニクスリーエン権利者のどの請求権にも、元
　請負人から実際に源泉徴収され、かつ、州によって預託された金額まで、優先す
　る。それゆえ、労働省は、それが他の請求権に優先する請求権を有するという判決
　に権限がある。（前掲注（18）・76NY　Jur2d§147）
53下請負人のリーエン通知が、判決が下された訴訟の開始後、判決の事件表への記
　入前までにファイルされなかった場合には、一般原則にも関わらず、判決に基づく
　弁護士のリーエンとその収益金は、下請負人のリーエンに対して優先権をもつ。
　（前掲注（18）・76NY　Jur2d§145）
①不動産譲渡との優劣
　一般原則として、リーエン通知ファイルの時点で登記されていない不動
産譲渡は、リーエンに服する。言いかえると、不動産譲渡が登記される前
にファイルされたメカニクスリーエンは、たとえ、その不動産譲渡証書
が、リーエン通知のファイルに先立つ日付を入れられたものであっても、
不動産上に成立する。したがって、リーエン権利者は、不動産譲渡証書を
登記することなしに占有した譲受人に対して、彼が通知をファイルした時
点で記録されているとおりの権原に依拠しうる。
　リーエン通知ファイルの時点で登記されている不動産譲渡は、原則とし
て、リーエンに対して「優先権」を与えられる。しかし、常に優先するわ
けではない。
　まず、不動産譲渡が、（1）工事開始前に登記されている場合、それは、
その後のリーエンに対して、優先権をもつ。すなわち、譲受人は、リーエ
ンから自由なタイトルをえる54。
　問題なのは、（2〉不動産譲渡が、工事開始から、工事完成後リーエン
通知ファイルのために第10条に明示された期間満了前に55、登記された場
合である。リーエン通知ファイルの期間内に、改良されたかもしれない不
動産を買う人々のために、リーエン法は、「信託基金条項（trust　fund
covenant）」56を不動産譲渡証書へ挿入することについて規定する。
　工事開始から、その工事完成後リーエン通知ファイルのために第10条に
明示された期間満了前に登記された不動産譲渡証書に関して、リーエン法
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は以下のように規定する。すなわち、上記不動産譲渡は不動産譲渡の登記
から起算された同期間内にファイルされたリーエンに対して、有効ではな
い、但し、不動産譲渡証書が譲渡人による以下の条項を含む場合を除く。
その条項とは、譲渡人は、当該不動産譲渡の約因を受領し、上記約因を改
良費用の支払いのために第一に充当されるべき信託基金として受領する権
利を保有し、かっ、譲渡人は、あらゆる他の目的のために信託基金全体の
一部を使う前に、第一に改良費用の支払いに信託基金を充当する、という
ものである（リーエン法第13条5項）。リーエン条項を含む不動産譲渡は、
それが登記され、かつ証書の作成又は交付において詐欺の証拠がない場合
には57、この後にファイルされたリーエンに対して優先権を有する。
　以上をまとめると、不動産譲渡は、〔イ〕工事開始から、工事完成後リ
ーエン通知ファイルのために第10条に明示された期間満了前に、登記さ
れ、かつ、〔ロ〕不動産譲渡証書が信託基金条項を含む場合、その登記か
ら起算された上記期間内にファイルされたすべてのリーエンに対して、優
先権を有する、ということになる58。
　この信託基金条項の存在は優先権を得るための要件であるけれども、リ
ーエン法第3－A章の信託基金の成立には必要ではない。信託基金は信託
基金条項からは独立して生ずる。メカニクスリーエンを補充する、この信
託基金の制度については、後述する（第二章）。
　54工事開始前については、明文による優先権の定めがない。しかし、これはリーエ
　ン法第13条1項からの適切な推論であるとされる（前掲注（18）・Robert　H，Bow－
　mar，掘66肋nづos’L伽s初1％”｝わ焼（1992）§6．8参照）。また、工事開始前にはメ
　カニタスリーエン通知はファイルすることができないことを思い出していただきた
　い0
　55　リーエン通知は、「工事の進行中及び材料の供給中いつでも」又は、「契約の完成
　（completion）後若しくは工事の最後の履行後若しくは材料の最後の供給後、履行
　された工事・供給された材料の最後の項目から起算して8ヶ月以内にファイルされ
　うる」（リーエン法第10条）。（第三節§1②リーエン通知のファイル・前号101頁
　参照。）
　　すなわち、ここで第10条に明示された期間とは8ヶ月（一家族用の住居は4ヶ
　月）を意味する。
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　1982年以前は第10条のリーエン通知ファイル期間はすべて4ヶ月であったが、
1982年の改正により、一家族用の住居を除き、8ヶ月に延長した。そしてこれに影
響を受けるはずの第13条は、同時に改正されず、4ヶ月の期間のずれを生じたが、
1991年にこれも改正された。
56“1ien　clause”「リーエン条項」とも言われる。
57　リーエン法第7条。優先権の権利がある不動産譲渡は、契約をなした相手方が知
　って、又は秘密の知識をもって、リーエン法の規定を避けるために、所有権者によ
　ってなされた場合には、無効である。（第二節§2⑥・前号98頁も参照）
58　●Leonard　Engineer至ng，Inc．v　Zephyr　Petroleum　Corp．，135AD2d795，522
NYS2d900（1987，2d　Dept）
〔事実〕
　リーエン権利者は、1985年3月20日及び12月19日の問に工事を行った。1985年12
　月16日に、所有権者は不動産を信託基金条項付きの捺印証書によって被告に譲渡し
　た。リーエン権利者は、1985年12月30日にリーエン通知をファイルした。被告は彼
　の捺印証書を1986年2月2日に登記した。
〔判決〕
　改良された不動産に対して、エンジニアリング会社がしたメカニタスリーエンの
通知は、不動産譲渡がリーエン通知ファイルの前に生じた場合には、不動産の買主
　に対しては無効。（リーエンは不動産譲渡の登記に先立ってファイルされていた）
　裁判所は、（1982年の修正前）リーエン法第13条5項の「上記不動産譲渡登記か
　ら4ヶ月以内にファイルされたリーエン」という文言を、不動産譲渡そのものがリ
ーエン通知ファイルの前に生じた場合には、上記登記に先立ってファイルされたリ
ーエンを含むように解釈した。
〔コメント〕
　これは、リーエン通知ファイル時点で、不動産譲渡の登記がなされていない事例
　である。捺印証書の交付時は、優劣には関係ない。従って、これは本来リーエン権
利者が優先する事例である（第13条1項）。第13条5項の適用される場面ではなく、
不動産譲渡証書が信託基金条項を含んでいても関係がない。
　本判決に対する批判的見解は前掲注（18）・Robert　H．Bowmar，掘60h㈱Josン
LJθ％s初！〉6z〃y6娩（1992）§6。8を参照した、「これらの事実に基づき、裁判所はリ
ーエン権利者に味方すべきであった」とする。
②モーゲッジとの優劣
　一般的に、メカニクスリーエン通知ファイルの時点までに登記されてい
ないモーゲッジはリーエンに服する（第13条1項）。後に登記されたモーゲ
ッジがリーエン通知ファイルの前に成立していたかもしれない、又はリー
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エン権利者が、そのモーゲッジの未登記であることを認識していたかもし
れないということは、重要ではない59。
　ひるがえって、メカニクスリーエンは、先に登記されたモーゲージに劣
後するのが原則である。
　しかし、工事開始から、工事完成後リーエン通知ファイルのために第10
条で明示された期間満了前に登記されたモーゲッジは、優先権を得るため
には「信託基金条項」を含まねばならない。同条項は、モーゲッジ設定者
はモーゲッジによって担保された貸付金を受領するが、これは改良費用の
支払いのために、第一に充当されるための信託基金として受領する。彼
は、他の目的のために信託基金全体の一部を使う前に、改良費用の支払い
に信託基金を充当する、という趣旨のものである（リーエン法第13条3
項）。また、実際に以下の形式における陳述を含む場合、信託基金条項が
作成されたとみなされる。その陳述とは、「リーエン法第13条の信託基金
規定に服する。」というものである。
　モーゲッジ文書が信託基金条項を含まなければ、モーゲッジは劣後し、
メカニクスリーエンが優先権を得る。
　それから、モーゲッジが優先権を認められる金額は、リーエン通知ファ
イル前になされた貸付額である（第13条2項）。リー一エン通知ファイル後に
なされた貸付はリーエンに服する。
　以上をまとめると、モーゲッジが工事開始から工事の完成後リーエン通
知のためにリーエン法第10条で明示された期間の満了前までに登記された
場合、モーゲッジは、以下の場合にそのモーゲッジに基づいてなされた貸
付について優先権を有する。（1）モーゲッジの登記及びその貸付の両方
がリーエン通知ファイルに先んずる場合、かつ、（2）モーゲッジが第13
条3項の「信託基金条項」を含む場合である。
　モーゲッジが工事の開始に先立って登記された場合、第13条2項の優先
原則は、適用されない。すなわち、モーゲッジが優先権を有するというこ
とである。
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　モーゲッジの収益金が、リーエンに優先権を有していた先に存在するモ
ーゲッジを満足させるために使われたなら、新しいモーゲッジは、たと
え、リーエン通知ファイル後に登記されたものであっても優先権を有す
る。これは新しいモーゲッジ権利者が先に存在していたモーゲッジの譲渡
を受け、それによって後者の優先的地位を得たという根拠で正当化されう
る。
●G．F．Wertime，Inc．v　Turchick，358F2d802（1966，CA2NY）60
〔事実〕
　本件では、モーゲッジは改良が始まった後、設定され、かつ登記され
た。そして、ニューヨーク州法に基づ’いて、7月1日に約因によって支持
されるまで、有効なモーゲッジにならなかった。1957年7月1日、Kime
Co．からWertimeへのモーゲッジの譲渡は、リーエン法第13条5項によ
って要求された「信託基金」条項を含まなかった。そして少なくとも、1
人の債権者一Robert　A．Keasbey　Co．一は、そのリーエンをモーゲッジが
登記された日付の4ヶ月以内61にファイルした。裁判所は、第13条5項の
以前の規定を次のように解釈した。「要件にしたがったモーゲッジを守る
ための、そして、要件を遵守しないモーゲッジを、適切にファイルされた
リーエンに対して無効にするための、制定法上の明らかなスキーム」
（Kyserv　MacAdam，117F2d232）を示すものである、と。第13条5項の文
言に従って、そして上記の解釈に従って、下級審裁判所は、Wertimeの
モーゲッジの、債務者の会社の主たる資産における権益を無効にした。
〔判決〕
　モーゲッジが譲渡された先行する約因は、すでに、ボーリング場の建設
にWertimeによって充当された。第13条5項の「信託基金」条項が
Wertimeへの譲渡に含まれることを要求してもほとんど意味がない。な
ぜなら、モーゲッジが譲渡された約因が、建物を完成させる仕事に充当さ
れる代わりに流用されうる現実の危険がないからである。Kyser事件は、
そこではもともとの所有権者がモーゲッジを彼の元請負人に設定したが、
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しかし、約因を受領しなかった。次に、その元請負人がモーゲッジを第三
者に譲渡して、現金の約因を受領した。そして、元請負人は、所有権者に
よって意図された改良にそれを使用した。第13条5項はそのような設定に
適用されるべきである。なぜなら、現金の約因が流用される可能性がある
からである。Kyser事件に従って、第13条5項が制定されたのは、この可
能性に対して防御するためである。その可能性は現実的に本件では存する
と言えないので、第13条5項が適用されるべきではないと立論しうるだろ
う。われわれは、Wertimeの立場に身を置く債権者が、第13条5項の
「信託基金」条項が、それの受領した未登記の譲渡（証書）に組み入れら
れたことを保証するために骨を折りさえすれば、勝ちうるであろうと判示
するであろう。しかし、この条項を含むことは、登記の欠如によって、誤
った担保になだめすかせられた無担保債権者のために全然ならない。われ
われは、この種の詐欺がここで扱われる利害関係者よりもよりスムースに
扱う利害関係者によって実行されることを認めるように判決することを拒
む。
〔コメント〕
　破産事件。
　本件では、モーゲッジ譲渡の際に、信託基金条項を入れていなかった。
しかし、モーゲッジの約因は、すでに改良工事のために使われていて、約
因の流用の危険はなかった。そもそも、第13条5項が制定されたのは、流
用の危険を避けるためであり、本件では、その危険がないから、本件にお
いて第13条5項は適用されず、信託基金条項は必要ないとされた。
59　●Niagara　County　Sav．Bank　v　Reese，12Misc2d489，179NYS2d453，3
AFTR2d　l490（1958）
　モーゲッジ実行手続。
　〔判決）
　未履行売買契約の買主（purchaser）DeNuccioとメカニクスリーエン権利者
　Tontine　and　Moyerとの間における優先権の問題に判断を下すに際し、リーエン
　法第13条は、リーエン権利者にDeNuccioの未登記契約に対する優先権を与える。
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60CA2NYはUnited　States　Court　of　ApPeals　Second　Circuitの略である。
61　この時点では、リーエン権利者がリーエン通知をファイルしなければならない期
　間は4ヶ月であった。注（55）参照。
③　建築融資モーゲッジとの優劣
　典型的な事例として、建築プロジェクトが建築融資契約に従って融資さ
れる。そして融資者は彼の貸付の担保として建築融資モーゲッジを取得す
る。
　建築融資モーゲッジは将来貸付のためのモーゲッジの典型である62。し
かしながら、伝統的に将来貸付に適用される優先原則63は建築融資モーゲ
ッジには適用されない。特別な優先原則が適用される。
　メカニクスリーエンと建築融資モーゲッジとの優劣については、リーエ
ン通知ファイル前に建築融資モーゲッジ権者によってなされた貸付とその
後になされた貸付とを区別しなければならない。
　建築融資モーゲッジが交付され、かつ登記された場合に、メカニクスリ
ーエンは、リーエン通知のファイル後に、建築融資モーゲッジに基づいて
なされた貸付金に対して優先権を有する（リーエン法第13条1項）。
　反対に、建築融資モーゲッジは、「いつ登記されようとも」、リーエン通
知のファイル前になされた貸付金の限度において、リーエンに対して優先
権を有する（リーエン法第13条2項）。但し、それが信託基金条項を含み、
かつ、建築融資契約がリーエン法第22条に要求されるようにファイルされ
なければならない。
　第22条は建築融資契約が建築融資モーゲッジの登記日に又はその前にフ
ァイルされること、及び、それが以下の陳述を含むことを要求する。その
陳述とは、融資のために支払われた又は支払われるべき約因を示し、そし
て他のすべての支出と改良のために借主に利用できる最終的な（正味の）
額を示すものである。契約がファイルされない場合、各当事者の契約につ
いての利益はその後リーエン通知をファイルする人のり一エンに服する。
　そして、建築融資契約が「そのようにファイルされない」（第22条）場
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合には、それによって影響を受けた各契約当事者の不動産における権益
は、その後のメカニクスリーエンに服する。後続のリーエン権利者の側で
契約を現実に認識していたとしても、適切なファイルが必要である。
　しかし、だからといって、ファイルされた情報が不正確だと分かった場
合にも、ファイルをした貸主になお有利に働くべきかどうかを、それは規
定していない。従って、「そのようにファイルされ」るという言葉が、フ
ァイルの手順だけではなく、ファイルされる内容の完全さも指しているか
どうかが問題となった。その解決を図ったのが以下のNanuet事件であ
る。
　Namet事件において、建築融資契約における「支払われた約因」と
「利用できる正味の額」の陳述は、両方とも108，000ドルであることを示し
ていたrところ斌実際は、モーゲッジ権者は、その額から融資を調達す
る費用を差し引いていた。このように、借主によって利用できる正味の額
を、実質的に不正確に記載する建築融資契約を悪意でファイルした貸主の
モーゲッジは、その後に成立したメカニクスリーエンに服する64。最終審
裁判所はこの結論を、第22条の改正の背景を援用することによって、導き
出した。
●Nanuet　Nat．Bank　v　Eckerson　Terrace，47NY2d243，247，417NYS2
d901，391NE2d983（1979，ニューヨータ州最高裁判所）
〔事実〕
　借主とメカニクスリーエン権利者（元請負人）に対して、貸主（銀行）
によって提起された実行手続訴訟。借主はその訴訟を争わなかった。しか
し元請負人は、貸主の建築融資契約のファイルにおける誤述があるからに
は、貸主の権益をして元請負人のリーエンに優先させるよりむしろ劣後さ
せることになる、と主張した。さらに、貸主はその額から融資を獲得する
費用を差し引くことを期待し、かつ実際にそうしたので、貸主は、
108，000ドルよりかなり少ない額が実際「改良のために（中略）利用しう
る額」となろうことを理解していたに違いない、とも主張した。（元請負
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人は、銀行の認識のもとに、融資の一部が先んずるリーエンの満足に充当され
るべきことを提案さえしていたらしい）。
　第一審は、申立てと即決裁判の交差申立てをしりぞけた。そして上訴が
なされた。原審の高位裁判所上訴部は、これを棄却し、そして、上訴許可
が与えられた。
〔判決〕棄却。
　最高裁判所は、改良のために借主が利用できる額を実質的に誤って記載
した建築融資契約を悪意でファイルした貸主は、メカニクスリーエンに劣
後すると判示した。
〔理由〕
　「立法者の意図は、確かめうるとすれば、われわれの解釈に特に重要な
ガイドとなる。その目的のために第22条の立法史に目を向けると、われわ
れが最初に注目するのは、問題の言葉がその起源を1920年代の終わりと
1930年代の初期に広まった経済不況にもつことだ。「材料供給者、及び労
働者1がそのとき被った尋常ではないひどい損失は、立法府をして行動を
起こす契機となった。その行動とは、その根本原因を根絶するとおそらく
考えられたものであった。第22条は、元請負人が実際にプロジェクトのた
めに、不動産所有権者に利用できるようにされた融資額がどれほどかを正
確に知ることが、容易に出来るように改正された。そしてリーエン法第13
条3項は、その規定に基づいて、上記基金が信託として保有されると見な
される制定法上の規定を強化するように改正された。
　思うに、より合理的な制定法の解釈とは、悪意で、実質的に誤った陳述
がファイルされた場合には、銀行の権益を劣後のペナルティに服させるこ
とであると解するのが、上述した立法目的を貫徹させるゆえんである。」
〔コメント〕
　本判決では、第22条の改正理由（1930年の改正では、利用できる正味額の
陳述を要求する文言が加えられた。）と並んで、ここでは省略したが、貸主
たる銀行が建築プロジェクトにおいて、責任ある役割を担うことを強調す
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る。そして、建築融資契約の陳述についても、貸主は、借主から正確な情
報を要求するのに十分な強い交渉力をもつとし、その正確な情報のファイ
ルをコントロールできる立場にあるとする。そして貸主が、建築融資契約
における誤った陳述のファイルのために、優先権を失っても仕方がないと
いう結論を導いている。
　これによって、借主だけが誤った陳述をファイルしたことについてのペ
ナルティを受けるのであって、貸主はペナルティを受けないという見解を
採用しないことが明確となった。
　そして劣後するのは、全額である。本件において、建築融資モーゲッジ
は108，000ドル全額がメカニクスリーエンに劣後する。利用できる正味額
が多めに述べられていた額だけではない。
●Amsterdam　Sav．Bank　v　Terra　Domus　Corp．，97AD2d41，470NYS2
d448（1983，3d　Dept）
〔事実〕
　被告Sissonと被告Terraとの間の契約によれば、SissonはTerraが
所有する甲地に団地を建てることになっていた。そのプロジェクトの融資
のために、銀行がTerraに850，000ドルを融資した。そしてそれはその不
動産上のモーゲッジによって担保されていた。1981年1月9日に、1トエ
ン法第22条に従ってファイルされた陳述は、土地取得のために、850，000
ドルのうち、50，000ドルを示し、そして、664，234ドルがTerraにとって
改良のために利用できると示した。追加の100，000ドルが、そしてそれは
別のモーゲッジによって担保されたのだが、銀行によってTerraに貸付
けられた。そしてこの取引を反映するリーエン法第22条に従った陳述が、
1981年5月7日にファイルされた。そして98，271．75ドルが改良のために
利用できると示した。その後、1981年7月15日に、原告は、Terraに
50，000ドルを貸付けた。そしてそれは不動産上のモーゲッジによって担保
され、前の2つのモーゲッジは譲渡され、すべての3つのモーゲッジを
1，000，000ドルのために一つに統合した。リーエン法第22条に従った陳述
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は、この取引に関してファイルされなかった。
　1982年1月18日に、Sissonは815，508．20ドルのために、メカニクスリ
ーエンをTerra所有の不動産にファイルした。Sissonが主張した額は、
Terraとの元請負契約によって履行された労務、供給された材料のための
ものであった。原告は、その後、そのモーゲッジを実行手続するために訴
訟を開始した。
　モーゲッジ実行手続訴訟が提起され、メカニクスリーエン権利者が、正
式事実審理前の調査と反訴において修正された答弁を提出する許可を求め
て交差請求した。第一審の高位裁判所は、事実審前の調査と手続の永続的
停止とを求める交差申立てをしりぞけ、そしてメカニクスリーエン権利者
が上訴した。
〔判決〕棄却。
〔理由〕
　（1）モーゲッジは、たとえ、資金貸付の一部がリーエン法に従ってフ
ァイルされた陳述において土地取得を目指していたとしても、その優先権
を失わない。
　（2）　リーエン法に従った陳述は、借主とモーゲッジ権者との間の建築
融資契約がない場合には、モーゲッジが統合された時にファイルされるこ
とを要求されない。
〔コメント〕
　融資の一部は、土地取得のために指定された。そして土地取得のための
費用は、改良費用ではない、しかし、「実質的に誤った陳述」はなく、そ
のため、第22条の違反はないとされた。
　裁判所は、売買代金モーゲッジの譲渡が土地の売買代金の現金による支
払いに代替的なものとして認められるとしている。すなわち、借主は、売
主に売買代金モーゲッジを与えることによって、改良費用として不動産を
買ってもよい。そして、建築融資モーゲッジの最終手続において、借主
は、売買代金モーゲッジを、建築融資から資金を使う建築融資モーゲッジ
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に統合しうる。そしてなお、その後にファイルされたメカニクスリーエン
に対して、優先権を有する。
　第22条はさらに、契約融資契約のいかなる「修正」も、修正後10日以内
にファイルされなければならないと規定する。
　毅疵ある契約ファイルが修正された場合、モーゲッジ権者は修正後に成
立したリーエンに対して優先権を有する。
　以下の判決は、建築融資契約の「修正」とされた事例である。
●HNC　Realty　Co．v　Bay　View　Towers　Apartments，Inc．，64AD2d417，
409NYS2d774，1ater　proceeding125Misc2d1088，481NYS2d261（1978，
2dDept）
〔事実〕
　貸主と借主が建築融資契約を締結し、適切にファイルされ、そしてその
契約が、借主によって支払いボンドが与えられるべきことを要求してお
り、それによって、下請負人が第三受益者としてボンドに頼ることができ
る権利があるものであった。しかし、結局取得されたボンドは、ファイル
されず、第三当事者に訴えの権利を与えなかった。
〔判決〕
　メカニクスリーエンは、実行手続売却代金の充当において、建築融資モ
ーゲッジのリーエンに対して優先権がある。
〔理由〕
　建築融資契約の条項に従わず、下請負人の権利を損なうことによって、
その支払いボンドは実質的な修正となる。その結果ボンドそれ自体又は、
修正の実態をあらわした覚書が郡書記官事務所でファイルされることを要
求される（リーエン法第22条）。そして、制定法により要求された10日以内
にファイルされない場合には、貸主の建築融資モーゲッジは下請負人のメ
カニクスリーエンに服する。
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　①不動産譲渡、②モーゲッジ、③建築融資モーゲッジの優先権の基準に
ついてまとめると、以下のようになる65。
　1、モーゲッジ、建築融資モーゲッジ、又はいかなる種類の不動産譲渡
も、工事が開始する前に登記された場合、リーエン通知のファイル前にな
された前払いの限度において、どのリーエンに対しても優先権を優先す
る。
　2、リーエンは、工事の完成8ヶ月より後に登記されたいかなるモーゲ
ッジ、建築融資モーゲッジ又はどの種類の不動産譲渡に対しても優先権を
有する。
　3、工事が開始した後その完成後の8ヶ月以内に登記されたモーゲッ
ジ、建築融資モーゲッジ又は不動産譲渡は、信託基金条項を含む場合（建
築融資契約ファイルも要するものあり）に、リーエンに対し優先権をもつ。
62将来貸付については、前稿NBL628号58頁以下参照。将来貸付には、貸主が貸
　付をする契約上の義務を負う義務的貸付、義務を負わない任意的貸付がある。
63　将来貸付の優先原則：以下の場合に、競合するリーエンの介入後、モーゲッジ権
　者によってなされた貸付が、そのリーエンに対して優先権をもつ。（1）その貸付
　が「義務的」である、又は（2）その貸付が「義務的ではない（任意である）」が、
　しかし、介入するリーエンの通知なしに、モーゲッジ権者によってなされたもので
　ある場合である。このように遅れて介入する方が積極的に通知をなす義務があり、
　任意的貸付でも、モーゲッジ権者は現実の通知をしたリーエン権利者に対してし
　か、優先権を失わない。
64同様の判決をもう一つ紹介する。
●HNC　Realty　Co．v　Golan　Heights　Developers，Inc．，79Misc2d696，360NYS2
　d954（1974）
〔判決〕
　モーゲッジ実行手続訴訟。実質的に誤った借主の陳述を含む建築融資契約をファ
　イルする貸主は、そのファイルの時点で、それが誤っていると知っている場合に
　は、劣後のペナルティを受けなければならない。そして改良のために借主によって
利用しうる正味額を約390万円多めに述べるという借主の宣誓供述書における誤っ
　た陳述は、実質的である。そして譲渡されたモーゲッジと建築融資モーゲッジを統
合した貸主の建築融資契約における権益は、その後にファイルされたメカニタスリ
ーエンに服する。
65　前掲注（18）・Robert　F．Cushman，E物S妬6Co％s≠窺漉o％Lづ6銘伽4Bo％4
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L劒，voL2，chapter33（1992／1996Supplement）
④売買代金モーゲッジとの優劣
　モーゲッジが売買代金担保の性質を帯びる典型的な事例として、登記所
有権者が、自己の不動産について改良工事を注文し、次に、その不動産を
譲渡し、売買代金モーゲッジを取得した場合が考えられる。この場合、売
買代金モーゲッジ権者は、もとの所有権者＝注文者＝譲渡人＝売主であ
る。そして、上記①でみた不動産譲渡が、売買代金モーゲッジの前提とし
てなされていることに注意しなければならない。従って、不動産譲渡の登
記と売買代金モーゲッジの登記の2つが問題になる。また、メカニクスリ
ーエン権利者、譲渡人である売買代金モーゲッジ権者に加えて、譲受人も
かかわってくる。
　メカニクスリーエン権利者のリーエン通知が不動産譲渡及び売買代金モ
ーゲッジの登記前にファイルされていた場合、譲受人は、モーゲッジと同
様にメカニクスリーエンにも服する。そして、メカニクスリーエンは売買
代金モーゲッジに対し優先権を有する。
　売買代金モーゲッジは、リーエンを含む、その後ファイルされたすべて
の請求権に対する優先権をもつのが原則である。
　しかしながら、売買代金モーゲッジがリーエン通知のファイル前に登記
された場合、リーエン法第13条4項は以下のように規定する。すなわち、
第13条2項の優先原則も、第13条3項の信託基金条項も、改良をする売主
兼所有権者に約因のために買主によって与えられ、そして、リーエン通知
ファイルに先立って登記されたモーゲッジには適用されない66。但し、不
動産譲渡証書が、第13条5項によって要求された信託基金条項を含むこと
を要件とする。その条項とは、不動産譲渡証書において譲渡人によって作
成されたものであり、彼（譲渡人）が譲受人から約因を受領して、信託基
金として工事費用の支払いを目的として第一に充当されるためにそれを保
有するという条項である67。
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　言いかえると、売買代金モーゲッジは、リーエン法の適用から、明文で
除外される。但し、そのモーゲッジが、リーエンのファイルに先立って登
記され、かつ、不動産譲渡証書が信託基金条項を含むことを要する。これ
が意味するのは、不動産取引の一部として、買主による権原の取得に基づ
いて与えられた売買代金モーゲッジが、売主又は所有権者に提供された労
務又は材料のためのメカニクスリーエンに対して優先権をもつということ
である。
　以上の前提として、モーゲッジと不動産譲渡の両方の登記が、工事の開
始と工事完成後につづく第10条で明示された期間満了との問の、その特定
期間内にされていることに注意されたい。不動産譲渡登記が、工事開始に
先立つ場合には、リーエン法の規定は、適用されない。その結果として、
譲受人はメカニクスリーエンから自由な不動産を得て優先権問題がない。
　ところで、第13条4項の優先原則は、売買代金モーゲッジがリーエン通
知の前に登記されることを要求するけれども、不動産権譲渡証書の登記を
明示的に要求していない。不動産譲渡登記がリーエン通知ファイルの前と
後ではどうなるか。
　売買代金モーゲッジと不動産譲渡証書の両方が、リーエン通知ファイル
の前に作成されたが、しかし、モーゲッジがリーエン通知ファイルの前
に、そして不動産譲渡がリーエン通知ファイルの後に登記された場合、第
13条4項が適用される。譲受人は売買代金モーゲッジとメカニクスリーエ
ンの両方に服する。そして、メカニクスリーエンは、モーゲッジに服す
る。しかしながら、モーゲッジと不動産譲渡証書が、リーエン通知ファイ
ル前に、作成され、かつ登記された場合、第13条4項は適用されない。不
動産譲渡証書が第13条5項によって要求される信託基金条項を含んだこと
が前提とされているので、譲受人はメカニクスリーエンから自由な権原を
得る68。そうすると、モーゲッジだけが不動産の負担となり、モーゲッジ
とメカニクスリーエンとの間で考えられるべき「優先権」がない。「リー
エン権利者」は、譲渡人・モーゲッジ権者によって受領された約因に関し
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て、信託受益者の地位に追いやられることになる69。
　第13条4項の特別原則は、上述のように、信託基金条項要件を売買代金
モーゲッジにではなく、不動産譲渡に課する。なぜかというと、譲受人は
モーゲッジ設定者であるけれども、リーエン権利者のために信託として預
かる「貸付金」を受領しないからである。その代わりに、信託として預か
る「約因」を受領するのは、譲渡人としてのモーゲッジ権者である。上述
の通常の②モーゲッジや③建築融資モーゲッジにおいては、モーゲッジ設
定者が信託として預かる貸付金を受領するので、モーゲッジに信託基金条
項を入れる必要がある。しかし、売買代金モーゲッジについては、モーゲ
ッジに信託基金条項を含める意味がないのである。
　さて今度は、建築工事が、登記所有権者との未履行契約に基づく占有買
主との請負契約に基づいて、行われたという状況を考えてみる。元請負人
は、買主の権益上にリーエンを得る。売主がその工事に同意していなかっ
た場合、彼がコモンロー上の権原を買主に譲渡した時点で、彼によって取
得され、かつ、リーエン通知ファイルに先んじて、彼によって登記された
売買代金モーゲッジは、リーエンに対して優先権を有する。第13条2項及
び4項の優先原則も、3項の信託基金条項要件もここでは適用されない。
　しかしながら、以下のような場合には、売買代金モーゲッジは、メカニ
クスリーエンに劣後しうる。問題の工事又は改良が売買契約によって受任
され、若しくは要求された場合、又は、売主が、その工事が履行されてい
ることを知っていたか、若しくは、それに承諾した場合である。同様に、
リーエン権利者が、モーゲッジ権者が材料の交付をさせていたと、立証す
る場合には、モーゲッジ権者は、彼のモーゲッジの優先権を主張すること
を禁反言で禁止されうる70。さらに、決して登記されなかった、又は少な
くとも、遅滞した後で登記された売買代金モーゲッジリーエンは、モーゲ
ッジ付不動産に、改良のために前もってファイルされたメカニクスリーエ
ンに対して、優先権を失う71。
66　リーエン通知ファイルの後に登記された売主の売買代金モーゲッジは、リーエン
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　に劣後する。リーエン法第13条1項参照。
67①不動産譲渡の部分を参照のこと。
68　同じく①不動産譲渡の部分を参照のこと。
69「リーエン権利者から彼のリーエンを剥奪し、リーエン権利者が工事を開始した
　後で登記された、そして、まさに彼を雇った者によって保有されたモーゲッジに手
　をつけないままにするというルールの公正さに疑問をもつかもしれない。おそら
　く、エタイティの問題として、譲渡人・モーゲッジ権者は、リーエン権利者の請求
　権に服するモーゲッジを保有するだろう。」（前掲注（18）・Robert　H．Bowmar，
　伽6hα耽s’L勧s勉くセ”y；o娩（1992）§6．4）
70　●Bedford　Lake　Park　Corp．v　Twelve　Linden　Corp．，8AD2d962，190NYS2
　d834（1959，2d　Dept）
　売買代金モーゲッジによる実行手続訴訟。
　〔判決〕
　材料が上訴人（リーエン権利者）によって「被上訴人の承諾又は要求で」交付さ
　れたかどうかに関して、事実問題がある（リーエン法第3条参照）。そして、上訴
　人が、被上訴人（モーゲッジ権者）が材料の交付をさせていたという、その主張を
　証明する場合には、被上訴人は、そのモーゲッジが上訴人のリーエンに優先するこ
　とを主張することを禁反言で禁止されるだろう。
71Merritt　v　Dansmith　Corp。（1934）240AD338，270NYS675
　　そこでは、売買代金モーゲッジがその作成後一ヶ月以上登記されなかった。
⑤判決リーエンとの優劣
　メカニクスリーエンはリーエンファイルの時点で事件表に載せられてい
ない判決に対して、優先権を有する。事件記録に載せられていない判決は
リーエンでさえないので、「優先権」の問題とはならない。メカニクスリ
ーエン通知のファイル後に判決が事件表に載せられた場合、判決リーエン
が生じる。しかし、判決リーエンは第13条1項によってメカニクスリーエ
ンに服する。その判決が基礎とする請求権が不動産の改良に関連するのか
否かは問題ではない。
　メカニクスリーエンはまた、以下の場合にメカニクスリーエン通知ファ
イル前に事件表に載せられた判決のリーエンに対して優先権を有する。す
なわち、判決が基礎とする請求権が「そのような不動産改良のために提供
された材料、履行された労務又は貸付けられた金銭のためのものでなかっ
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た」場合である。反対に、メカニクスリーエンは以下の場合にメカニクス
リーエンファイル前に事件表に載せられた判決のリーエンに服する。すな
わち判決が基礎とする請求権が「そのような不動産改良のために提供され
た材料、履行された労務又は貸付けられた金銭のためのもの」であった場
合である。一部は改良に関し、一部は改良に関しない請求権に基礎づけら
れた判決はその限度において優先権を有する。
　メカニクスリーエン通知ファイル前に、改良に関係する請求権に基づく
判決及び、改良に関係しない請求権に基づく判決の両方がある場合には、
以下のように判示されてきた。改良に関するリーエンは改良に関しないリ
ーエンに対して優先権を有する。それらが事件表に載せられた順序に関わ
らない72。
　判決の優先権原則は、他の不動産担保の原則とともに適用されると、優
先権の循環を生じることがある。例えば、J1（改良に無関係）、J2（改良に
関係あり）、モーゲッジ（信託基金条項付き登記）、それからML（メカニク
スリーエン通知ファイル）の順序を考えてみる。この順序によって生じた
優先権は、制定法に従うと、以下のようになる。J2がすべてに対して、次
いでJ1がモーゲッジに対して、それから、モーゲッジはメカニタスリー
エンに対して、そしてMLがJIに対して優先する。これでは優先権が循
環することになってしまう。これについて判断を下したのが、以下の判決
である。
●Cobleski11Sav．＆Loan　Asso．v　Rickard，15AD2d286，223NYS2d246
（1962，3d　Dept）
〔事実〕
　実行手続訴訟。
　1953年7月にRickardは不動産を得た。そして1954年2月に彼は権利
を彼の妻Virginiaに移転した。1954年10月、12月、1955年3月及び5月
に、被告Ottoman、State銀行、Socony（以上J1）、Richardsons（以上
J2）はそれぞれ、Rickardに対して判決をファイルした。そして、State
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銀行の場合には、Virginiaに対して同様であった。1955年12月にVir－
giniaはその不動産をRickardと共有にした。1956年7月に上訴人（モー
ゲッジ権者）は建築融資モーゲッジを元本8，000ドルでファイルした。そ
れに従い、1956年7月から11月までの間、6，088ドルが貸付けられた。
1957年7月、被告Chase（ML）はメカニタスリーエンをその不動産に対
してファイルした。1959年3月にRickardは破産申立てをファイルした。
そして1959年5月に、上訴人はその実行手続訴訟を開始した。不動産はま
だ売却されていないが、しかし、その当事者は、優先権の順位の決定を要
求した。
　第一審の高位裁判所は、以下のように、優先する判決債権者、建築融資
モーゲッジ権者、メカニクスリーエン権利者の間の優先権を確定する命令
を出した。（1〉Richardsons（」2）、（2）State（J1）、（3）Ottman，
Socony、（」1）（4）Ottman，Soconyの判決に等しい額で、メカニクスリ
ーエン権利者（ML）、（5〉上訴人・モーゲッジ権者、（6）彼に支払うべ
き残りのためのメカニクスリーエン権利者（ML）。モーゲッジ権者が上訴
した。
〔判決〕
　以下のような順位を確定した。
　（1〉　　Richardsons　（J2）
（2）
（3）
（4）
（5）
Chase（ML）
State　（」1）
Ottman及びSocony（J1）
上訴人Cobleskill（モーゲッジ権者）；判決及び売却によってそれ
に支払うべきとされた額。
　（6）Chase（ML〉；彼のメカニクスリーエンに基づいて支払うべき残
りのために。
〔理由〕
　リーエン法第13条1項及び2項の解釈が関連する。1項はメカニクスリ
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一エン権利者に、先に事件表に記載された判決債権者に対して、その判決
が、不動産改良のために提供された材料、履行された労務、又は、貸付け
られた金銭のためのものでない限り、優先権を与える。4っの先にファイ
ルされた判決のうち、Richardsonsのみが、その例外である。1項がメカ
ニクスリーエン権利者に、先にファイルされた判決債権者に対する優先権
を与える一方で、2項は、上訴人（モーゲッジ権者）にメカニクスリーエ
ン権利者に対する優先権を与える。同時に2項は、上訴人に、先にファイ
ルされた判決債権者に対して優先権を与えない。判決債権者は上訴人に対
して優先権を有する。これらの状況において、優先権の循環が起きた。
　上訴人は、Rickardsに融資をなしたときに、Rickardsに対して、先立
ってファイルされた判決が存することを知っていたか、又は、認識をもつ
とみなされた。上訴人は、これらの判決が実行手続において、その請求権
に対して優先権をもつだろうと知っていた又は知るべきであった。そし
て、貸付けられた金銭が建築目的であった。従ってまた、メカニクスリー
エンがファイルされうる、そしてそれは上訴人のモーゲッジには服するけ
れども、判決債権者の請求権に対して優先権をもつだろう、そして今度
は、上訴人のモーゲッジに対して優先権をもつだろうという可能性に気づ
くべきであった。上訴人は、本問題を心に描くべきであった。そして実際
には、Rickardsにそれが彼らに融資をする前に先行する判決を満足させ
ることを強いることによって、それを削除することができた。そして同時
にメカニクスリーエン権利者を保護することができた。本状況の創設に過
失があるとすれば、それは上訴人に存する。それゆえ、下級審によって判
示されたように、メカニクスリーエン権利者が上訴人に対して、3つの先
行する判決額の限度において（それに対して彼は通常、優先権を有するだろ
う）、優先権を与えられるということが唯一衡平にかなうであろう。
　しかしながら、われわれは下級審が、Richardsons以外の判決債権者3
人の請求権をメカニクスリーエン権利者の請求権の前に置くべきではなか
ったと感じる。いったん、メカニクスリーエン権利者がモーゲッジ権者の
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前に来ると判示されれば、リーエン法第13条1項は、明らかにメカニクス
リーエンをこれらの判決の前に置く。われわれは、制定法に定められた優
先権順位を妨げるエクイティ上又はコモンロー上の理由をみない。それゆ
え、われわれは上記のように優先順位を確立する。
〔コメント〕
　第一審が、改良に関わりのない判決債権者の順位をメカニクスリーエン
権利者の前に置いたのに対して、本判決では、これを逆にした。
　改良に関しない判決債権者くメカニクスリーエン権利者くモーゲッジ権
者く改良に関しない判決債権者…という三つどもえの状況が生じた。本判
決では、メカニクスリーエン権利者くモーゲッジ権者の部分を切り離し、
モーゲッジ権者を一番下位におくことで決着をつけた。すなわち、モーゲ
ッジ権者く改良に関しない判決債権者くメカニクスリーエン権利者となっ
た。
　モーゲッジ権者を一番下位に置く理由付けとして、モーゲッジ権者が融
資をする時点で、判決債権者の存在を知っており、融資をする前に自己の
モーゲッジに優先する判決リーエンを消滅させるよう所有権者に働きかけ
ることができたこと、また建築目的の融資であるので、メカニクスリーエ
ン権利者の出現を予想すべきであったことが挙げられている。
　不動産改良において使われた金銭、労務、又は材料のための請求権から
生じた判決リーエンについては、それがメカニクスリーエンに先んじて事
件表に記入されたものである場合、リーエン法には規定がない。その場
合、どう解釈すべきか。以下の判決はその点を判断している。
●City＆County　Sav、Bank　v　Oakwood　Holding　Corp．，88Misc2d198，
387NYS2（1512　（1976）
〔事実〕
　Ski1－Biltはメカニクスリーエンと判決リーエンの両方をもっている。
最初に、Skil－Biltは、メカニクスリーエンを1973年7月13日に、モーゲ
ッジのついた不動産に対してファイルした。その後、1973年11月7日に、
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Ski1－Biltは不動産所有権者に対して、判決の事前自認（confession　of
judgement）73を事件表に記入した。リーエンと判決はこの不動産改良にお
いて提供された労務と材料の同じ債務に基づいている。そしてどちらも、
1973年11月9日にファイルされたHi11のメカニクスリーエンに時間的に
優先している。
　審理人（referee）は、その優先権の順位が、この制定法の文言をまず参
照することによって、そして、明確な指示が見つからない場合には、制定
法の立法上の意図を参照することによって、与えられると判断した。審理
人は、リーエン法第13条1項の目的が不動産改良に使われた労務、材料、
及び金銭のための請求権すべてを、その請求権が追求される形式に関わら
ず、同格に置くということに結論付けた。したがって、Ski1－BiltとHm
が同格の優先権を有し、これに基づいて、余剰金の比例按分の分配がなさ
れると判断した。本件は、このモーゲッジ実行手続訴訟における審理人の
報告書をしりぞける命令を求める申立てである。
〔判決〕
　判決の事前自認がメカニクスリーエン権利者によって、事件表に記録さ
れ、その日付がメカニクスリーエン通知をファイルした第二の当事者に先
立つ場合、判決リーエンの保有者は、余剰金の分配において、その後にフ
ァイルされた第二の当事者のメカニクスリーエンに対して優先権を有す
る。
〔理由〕
　優先権に関するfirst　in　time，first　inrightsのコモンロー上の原則74は、
もちろん、制定法によって変更されうる。しかし、立法上の変更がない場
合には、コモンロー上の原則が支配することがよく確立されている。
　従って、制定法が明示的に、それらのファイルされた順序にもかかわら
ず、リーエンが他のものに対して優先権をもつと定める場合、コモンロー
はその限度において、取って代わられる。しかしながら、制定法が何も語
らない場合、リーエンの優先権は、制定法の立法意思ではなく、コモンロ
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一によって決められる。その原則とは、リーエンの優先権は、取得の順序
で確定する。すなわち、時間の順序が一番なら、優先権の順序も一番であ
るというものである。
　第13条1項は、以下のように規定する。メカニクスリーエンは、後に事
件表に記入された判決に対して優先権を有する、と。リーエン法はまた、
判決が、リーエンが成立する不動産改良のために、全部又は一部、提供さ
れた材料、履行された労務又は貸付けられた金銭のための請求権に基づく
ものではない場合に、メカニタスリーエンにその判決に対する優先権を認
める。しかし、不動産改良において使われた金銭、労務、又は材料のため
の請求権から生じた判決リーエンについては、それがメカニクスリーエン
に先んじて事件表に記入されたものである場合、制定法は沈黙している。
そのような状況下で、コモンローの原則は行われなければならない。それ
ゆえ、Skil－Biltの判決が、Kemeth　E．Hi11が彼のメカニクスリーエン通
知をファイルした日付より先に事件表に記入されたので、Ski1－Biltは余
剰金について優先権を与えられなければならない。
〔コメント〕
　審理人の報告書では、法律の欠鉄の場合に、リーエン法の立法意思に基
づいて解釈しようとしたのに対し、本件では、コモンローの原則に戻ると
判示した。
　しかしこの結論をとると、メカニクスリーエンと判決リーエンの両方を
もっている場合、判決を得ると、たとえ前者の方では優先できない場合で
あっても、後者によって優先しうる場合が出てくることになる。
⑥同意又は合意によるリーエンの劣後
　リーエン法はリーエンの劣後について規定する。リーエン権利者の、リ
ーエン通知がファイルされた総額において、少なくとも55パーセントの同
意で、建築融資の収益金の信託モーゲッジ又は譲渡に対するリーエンの劣
後について規定する。問題の不動産が存する郡の書記官事務所で、リーエ
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ン権利者の同意をファイルする（リーエン法第26条）。上記同意がファイル
される場合には、不動産に影響を与える金銭判決リーエン及び差押えは、
モーゲッジ又は譲渡に劣後する。そして、それらが、リーエンの付されう
る材料や労務、若しくは改良に使われる貸付金のためのものではない限度
において、その判決と差押えは、同様に、メカニクスリーエン及び、リー
エンを付されうる材料や労務、若しくは、上記不動産の改良のために貸付
けられた金銭のためのものである判決及び差押えに劣後する（第28条）。
　リーエン法は、また、リーエン額において、少なくとも55パーセントの
ファイルされた同意をもって、メカニクスリーエンの、後のモーゲッジに
対する劣後を認める。これは一定の供託が裁判所でなされることを要件と
する（第29条）。上記の事例において、リーエン権利者は、彼のリーエン
実行手続訴訟を維持しうる。そして、裁判所は、その供託金の充当を指示
し、そして、上記リーエンに基づく他の係属中の訴訟と手続を下位におく
であろう。
　これらの重要な点は、すべてのメカニクスリーエンが劣後するために
は、リーエン権利者すべての同意は必要ないということである。
72　判決リーエンのために、優先権の基本原則からの例外となる根拠条文はCPLR
　（Civi1Pract圭ceLawandRules）にはない。さらに、リーエン法それ自体も、競合
　するメカニクスリーエンから離れて、判決リーエンだけのためには、優先原則を規
　定していない。
　　しかし、リーエン法第26、28、29及び31条は、その条に適用される制限的文脈
　で、改良に関係する請求権に基づく判決は、関係しない請求権に基づく判決に優先
　権をもつと、規定する。
73判決の事前自認とは、「書面で債務者が予め債務を自認し、債務の支払いを怠っ
　た場合には自己に対する判決がentry（登録）されることを指示していること。
　（後略）」（前掲注（32）・『英米法辞典』）
74前掲注（45）参照
§2　メカニクスリーエン権利者相互間の優劣
原則として、メカニクスリーエン権利者の間では、リーエン通知がファ
イルされた時点に関わらず、同格である（第13条1項）。
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　しかし、例外が二つある。
　第一に、あらゆる場合に、日払い又は週払いの労働者はすべての請求権
者に対し優先権をもつ。
　第二に、労働者、下請負人又は材料供給者が労務を履行し又は材料を提
供し、それについてメカニクスリーエンの権利を有する場合、不動産の売
却代金の中から、リーエン法に従って下された判決に基づいて、彼が労務
を履行し又は材料を提供した人に対して支払われる前に支払われる（リー
エン法第56条）。
　例えば、下請負人のリーエン、元請負人に対する材料供給者及び労働者
のリーエンは、元請負人のリーエンに対し優先権を有する。そして、元請
負人の前に下請負人がまず支払われ、下請負人の前に孫請負人が支払われ
る。孫請負人が全部支払われた後で、残りがあれば、次に下請負人が支払
われることになる。しかし、同じグループ間では同格である。
　第一の例外はほとんど問題を生じない。派生原則と関連して重要なのは
第二の例外である。リーエン法第56条は、労働者、下請負人、又は材料供
給者が、彼が労務を履行し、又は材料を提供した人に対して優先権を有
し、そしてその人に優先して利用できる金銭から最初に支払いを受けると
述べることによって、優先権の鎖を作る。従って、材料供給者は、元請負
人からの債権の譲受人の権利に対して優先権をもつ。リーエン法のこれら
の規定は、リーエン権利者間についてのみ、適用される。
　例えば、元請負契約の残高が800ドルで、そして元請負人には二人の下
請負人（以下、同1、同2という）がいて、それぞれ400ドルと500ドルのリ
ーエン請求権を有する。不動産の売却代金が1000ドルである場合、下請負
人はそれぞれ800ドルの4／9と5／9の支払いを受けるはずである。さらに、
下請負人2には二人の材料供給者がいて、それぞれ350ドルと450ドルの請
求権を有している。彼らのリーエン請求権は下請負人2のリーエン請求権
に優先する。そして彼らの請求権が下請負人2の請求権を超えるので、下
請負人2は売却代金分配の目的のために無視されうる。しかし、彼らの請
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求権はどのように下請負人2に関して扱われるべきか。一つの考え方とし
ては、単純に三つのすべてのリーエンに13条1項の同格原則を適用して、
以下の割合で売却代金の800ドルを分配しうるだろう。すなわち、下請負
人1が40／120で、材料供給者1が35／120、材料供給者2が45／120である。
しかしながら、「派生」原則は、800ドルの分配を以下の割合で命ずるだろ
う。すなわち、下請負人1は40／90、材料供給者1は35／80×50／90；そし
て材料供給者2は45／80×50／90。すなわち、材料供給者1と2は下請負人
1と2に適用しうる分配計画において、下請負人2の代わりとなるだけで
ある。
　リーエン法は、労働者と材料供給者の請求権の保護が拡大される方向に
発展してきたといえる。これは第一の例外、すなわち日払い労働者のリー
エンに、すべてのメカニクスリーエン権利者に先立つ一番の優先権を与え
るリーエン法の規定によって証拠付けられる。この一番の優先権は、リー
エン通知がファイルされる前に履行された労務及びリーエン通知のファイ
ルの後に履行された、しかし、そこで特定された労務に適用される。
　別段の規定を除き、材料のみを提供する者は、他のリーエン権利者に対
して優先権を認められる。たとえ、後者のリーエンが最初にファイルされ
ていたとしても、変わりはない。この関連において、材料のみのためのリ
ーエンは、材料と労務両方のためのリーエンに対して優先権をもつ。しか
しながら、所有権者と直接、材料供給契約を締結した者は、優先権を有す
る「材料供給者」ではない。そして、リーエンが提供された労務と材料両
方のためのものであるリーエン権利者は、彼のリーエンの労務を代表する
部分にっいて優先権をもつ。この場合には、彼が元請負人によって、個人
的に、1日いくらで、ある種の仕事をするために雇われ、そして、工事が
始まった後で、彼の工事のための材料が作業場に送られ、かつ、その材料
について彼が責任をもつ旨合意されたことが要件となる。
　ニューヨーク州法系では、所有権者が不動産に対して負う責任は元請負
契約価格を上限としている。さらにその額からメカニクスリーエン通知の
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ファイル時までに所有権者から元請負人に適切に支払われた額を差し引く
ため、メカニクスリーエン権利者同士で分け合う額がかなり限られてく
る。その結果、メカニクスリーエン権利者同士の同格原則を修正したので
はないかと思われる。
　さらにその分配の順序が、構造的に下のグループから優先されるという
ことは注目に値する。例えば、元請負人がメカニクスリーエン通知をファ
イルして、その下請負人がメカニクスリーエン通知をファイルする場合、
元請負人のメカニクスリーエンの額には通常下請負人に支払うべき代金も
含まれていると思われる。そうすると、同じ請求権を担保するために、元
請負人のメカニクスリーエン通知と下請負人のメカニクスリーエン通知が
ファイルされることになる。そうした場合、元請負人に先に支払うと、元
請負人はその中からまた下請負人に支払をしなければならず、二度手間に
なる。下請負人を優先させれば、そこで問題は解決するのである。
　派生原則とメカニクスリーエン権利者間の優先関係は密接に関連してい
る。ニューヨーク州では所有権者、元請負人、下請負人らの間のバランス
をこのような形でとっているといえる。
　また、むしろ当然かもしれないが、ニューヨーク州法系に属する他の州
でも同様の規定をもつところがある75。
75コネチカット州でも「複数の請求権者がおり、かれらの請求権を合わせた額が
　（所有権者が支払うと合意した）額を超える場合には、元請負人以外のその請求権
　者たちは（中略）最初に全額支払われる。（後略）」（Conn・Gen．Stat。§49－37（b）
　（1991））としてリーエン権利者間の順序を定めている。
　第五節　公共工事契約に基づくリーエン
　§1　序説
　これまで紹介してきたメカニクスリーエンは、私的工事（private
improvement）に基づくリーエンを念頭においてきた。そのリーエンが成
立するめは、改良不動産の上である。そしてこの改良不動産を競売にかけ
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て、その売却代金のなかから、メカニクスリーエン権利者が満足を受け
る。この点は、わが国の不動産工事の先取特権と同様であり、特に説明を
要しない。
　しかし、ニューヨーク州では、公共工事契約に基づくリーエンも存在す
る。しかし、リーエンが成立するのは、プロジェクトに割り当てられた資
金の上である76。なぜなら、公共政策的考慮によって、公的財産が執行か
ら免れることが要求されるからである。これは、公的存在が彼らの不動産
上に支配を保持すること、及び財産が公共の福祉のために使われることを
保証するのに必要である。
　この違いがメカニクスリーエンと公共工事契約に基づくリーエンとの間
の最も明白な違いであり、公共工事契約に基づくリーエンについて説明す
るには、この点を十分理解する必要がある。そしてこのリーエンの目的物
の違いが要件、効果、手続に大きく影響する。
　§2　要件、手続、効果
①要件
　リーエン法第5条は、「公共工事」の建設又は解体のために労務を提供
し、材料を供給した者に、「建設や解体に充当しうる州や公共団体の金銭」
上にリーエンをファイルすることを認める。公共工事は、「州又は公共団
体に属する不動産の改良」として定義される。
　「州（state〉」とは、ニューヨーク州及びその行政的下位区分のいずれ
をも指す。すなわち、市、郡、町、区及び自治市（municipalities）であ
る。
　公共工事においてなされた仕事のためにリーエンをファイルするのは、
「請負人、彼の下請負人、又は法律上の代表者に対して、州、又は公共団
体と元請負人による契約に従って、労務を履行する又は材料を提供する
者」でなければならない。
　一般的に、私的工事リーエンの権利をもつであろう当事者は公共工事リ
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一エンの権利をもつ。但し、元請負人はリーエンをファイルできない77。
また、元請負人から二階層より離れた下請負人、材料供給者、及び労働者
もファイルできない。第5条において、「元請負人」に従う「彼の下請負
人」とは、まさにその下請負人、又はその法律上の代表者と直接の契約関
係にある当事者を指し、これらの者にしかリーエンをファイルする権利が
ないと判示されてきた。こうして、孫請負人は、公共工事リーエンを登記
しうるが、曾孫請負人はできない。同様に、第一層の下請負人又は元請負
人に対する材料供給者である人々のみが公共工事リーエンをファイルしう
る。
　以下の判決は、第三層（曾孫請負人）が、リーエンを有しないと判示し
たものである。
●WynkoopvPeople，lAD2d620，153NYS2d836，affd4AD2d892，174
：NYS2d470，150NE2d771（1956，2d　Dept）
〔事実〕
　第三層の請負人が公的団体から支払うべき額に基づくリーエンを主張す
る手続。
　上訴人たる元請負人は、1953年12月22日に、本上訴における名目的被
告・被上訴人と公共工事契約を締結した。1954年1月26日に、元請負人
は、被告・被上訴人材木会社に注文をした。1954年2月4日に、材木会社
は被告De　Villersに注文をした。さらに1954年4月23日にDe　Villersは
原告・被上訴人Wynkoopに注文をした。次に、WynkoopはL＆Bと契
約を締結した。1954年9月27日にWynkoopは、直接に材木会社へ、De
Villersによって注文されたレタリングを引渡した。1954年10月8日付け
の小切手によって、元請負人は材木会社に8，395ドルを支払った。それに
先立って1954年10月6日に材木会社は全額をDe　Villersの譲受人に支払
っていた。しかし、De　VillersはWynkoopに支払っていなかった。1954
年10月21日にWynkoopは、り一エン通知をファイルした。そしてその
後、その実行手続のために、この訴訟を開始した。高位裁判所の公的審理
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人は、原告下請負人が公的団体から元請負人に支払うべき金銭上にリーエ
ンを有すると判示した。それに対して、元請負人が上訴した。
〔判決〕
　第三層の下請負人が公的団体から元請負人に支払うべき額に基づくリー
エンはないと判示した。
〔理由〕
　リーエン法第2条10項に基づき、公共工事のために元請負人又は下請負
人と契約を締結する者、又は元請負人ともしくは元請負人を通じて契約を
締結した者は、「下請負人」の地位を得る。本件において、De　Villersは
材木会社の下請負人（元請負人からみて下請負人のさらに下請負人）となっ
た。Wynkoopはさらにその下請負人であり、WynkooPとの契約によっ
て、L＆Bもまた、下請負人になった。その鎖はいつまでも続くだろう。
立法府は、公共工事の元請負人に支払うべき金銭に対して、リーエンをフ
ァイルできる下請負人の層を「元請負人、彼の下請負人又は法律上の代表
者に労務を履行し、材料を提供する者」に制限した（リーエン法第5条）。
制定法において「a」と区別して「his」に限ったのは、元請負人と契約を
締結した者に労務を履行し、材料を提供する者よりも元請負人から遠くな
い下請負人にのみ、資格を与えるということである。
　本件では、資格を与えられたリーエン権利者は、De　Villersでおわる。
彼は、材木会社と契約を締結した。その会社は、上訴人の下請負人であっ
た。Wynkoopは制限されたフィールド内にいなかった。それゆえ、彼の
リーエンは無効である。
　加えて、そのリーエンは無効である。なぜなら、そのファイルに優先し
て、De　Villersが全額支払われていたからである。雇われた下請負人に支
払われるべき金銭がもはやない場合には、リーエンは是認されない。
〔コメント〕
　曾孫請負人（下請負人の下請負人のそのまた下請負人）は公共工事契約に
基づくリーエンをファイルする資格がない。さらに、本判決においては、
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孫請負人がすでに全額支払われていたという事情があった。これが私的工
事リーエンであった場合には、り一エン通知をファイルする資格はあるに
せよ、派生原則により、リーエンは成立しないことになる。
②　手　続
　公共工事のリーエン通知は以下のものを含まなければない。
　1、リーエン権利者の氏名と住所又はリーエン権利者が会社である場合
には会社の住所。
　2、労務が提供され、又は材料が供給された請負人又は下請負人の氏
名。
　3、弁済期にある又は弁済期の到来すべき額。
　4、支払い日。
　5、公共工事の記載。
　6、履行された労務及び提供された材料又は製造されたが引き渡されな
かった材料。
　7、公共工事契約の一般的記載。
　公共工事のリーエンは公共工事の完成及び受領の前いつでもファイルさ
れうる。しかし、州又は公共団体による完成及び受領後30日より遅れた場
合にはできない（第12条）。
　従って、下請負人がその仕事を6月に終えて、プロジェクトが12月に完
成したが、しかし翌年の3月まで受領されなかった場合には、リーエン通
知をファイルする30日の期間は4月まで満了しない。
　また、公共工事リーエンの登記手数料はない。
　そして、公共工事リーエン通知は郡書記官事務所ではファイルされず、
以下でファイルされなければならな吟。
　上記建設若しくは解体を所轄する部や局の長及び州の検査官又は公共団
体の財政事務官又は請求がなされる契約に充当できる、州や公法人の資金
の管理及び支払い担当の他の事務官や者。
　簡単にいうと、リーエン通知は二ヶ所でファイルされなければならな
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い。すなわち、建設を所轄している者とその支払いを所轄している者のも
とにおいてである。
　さらに、公共工事リーエンの通知の写しが、リーエン通知をファイルす
る5日前から同時に送達されなければならない。そして、送達の証拠はそ
のリーエンにファイルされなければならない（第11－c条）。
　公共工事リーエンはファイルの日から6ヶ月間有効である。
　公共リーエンの延長は元のリーエン通知ファイルの6ヶ月以内にファイ
ルされなければならず、1年間有効である。延長はリーエン権利者の氏
名、リーエン権利者が契約した当事者の氏名、公共工事の記載、リーエン
の額、元のリーエン通知のファイル日を含まなければならない78。自己フ
ァイルされた延長は1年間のみ有効であり、更新されない。リーエンは正
式記録裁判所の命令を通じて、1年間さらに延長されうる。延長が認めら
れたら、そのリーエンは、裁判所命令によるその継続を示すために、再び
事件記録に載せられなければならない。裁判所命令による延長は1年を越
えて有効ではない。しかし、新たな命令と再び事件表に記載することは、
継続する年になされうる。
③効果（優先権〉
　優先順位をつけられることの必要な請求権者は、リーエン権利者と公共
工事契約に基づき支払われるべき債権の譲受人であり、そしてこれらの優
先権は私的工事リーエンと同様に決定される。
　従って、リーエンの請求権者は自分たちのグループ内で同格であり、譲
受人は彼らが成立した時点に応じて、優先権をもったり、もたなかったり
する。譲受人はリーエン又は他の譲渡が手続される前になされた前払いの
限度において、そして自己への譲渡が信託条項を含む場合には、優先権を
有する。リーエン又は他の譲渡が手続きされた後になされた前払い及び譲
渡においてなされたあらゆる前払いは、譲渡が信託条項を含む場合には、
リーエン権利者と同格である。
76　正確に言えば、特定の資金というより、州又はその他の公共団体が元請負人に対
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　して負っている債務に成立する。
77元請負人の救済は、請求裁判所における訴訟によるものとする。この違いの理由
　は、リーエン法が公共工事リーエンを元請負人、彼の下請負人、又は法律上の代表
　者に労務を履行し、又は材料を提供する者に制限しているからである（第15条）。
78　訴訟係属の通知と延長はリーエンの通知と同じ者に登記されなければならない
　（第18条）。
